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（単位：百万円）

特定需要部門
(10)

一般需要部門
(11)

特定需要・
一般需要外部門

(12)

合計
(13)=(10)+(11)+(12)

電 気 事 業 収 益
(1)

118,400 300,201 93,571 512,173

電 気 事 業 費 用
(2)

118,087 302,500 93,689 514,277

電 気 事 業 利 益ま たは 損失
(3)=(1)-(2)

313 ▲2,298 ▲118 ▲2,103

電 気 事 業 利 益 率
(4)=(3)/(1)

0.3% ▲0.8% 

電 気 事 業 外 収 益
(5)

- - 1,628 1,628

電 気 事 業 外 費 用
(6)

- - 5,154 5,154

税引前当期純利益又は純 損失
(7)=(3)+(5)-(6)

313 ▲2,298 ▲3,644 ▲5,630

法 人 税
(8)

79 ▲585 ▲928 ▲1,434

当 期 純 利 益 又 は 純 損 失
(9)=(7)-(8)

233 ▲1,713 ▲2,715 ▲4,195

平成 30年 7 月 31 日 

北陸電力株式会社 

１．平成 29 年度部門別収支の実績について 

  みなし小売電気事業者部門別収支計算規則（経済産業省令）に基づき、平成 29年度の部門別

収支を算定した結果、特定需要部門（規制部門）の電気事業利益は、3億円の利益(利益率 0.3%)、

一般需要部門（自由化部門）は、22 億円の損失(利益率▲0.8%)となりました。 

    震災以降、原子力の停止影響等により厳しい経営状況が継続しており、平成 29年度も配当所

要利益を確保できていない状況です。 

   当社といたしましては、引き続き安全最優先を前提とした経営効率化に最大限取り組んでま

いります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特定需要部門と一般需要部門の利益率が乖離している主な要因は、一般需要部門への配分割合が 

比較的高い可変費※が、原子力停止等により増加したことによるものです。 

 ※燃料費等、販売電力量に応じて増減する費用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 29年度部門別収支計算書＞ 

＜参考１：平成 29年度実績と料金原価（平成 20 年 3月改定）の費用比較＞ 

（億円） （億円）

料金
原価

H29
実績

差引

人 件 費 485 496 +10 退職給与金の増加 211 181 ▲30

燃 料 費 1,023 1,189 +166 火力発電量の増加、火力発電単価の上昇 256 223 ▲32

修 繕 費 608 690 +82 火力設備の修繕増加、原子力設備の修繕減少 261 244 ▲16

減 価 償 却 費 952 591 ▲361 経年による償却進行 352 177 ▲174

購 入 電 力 料 420 846 +425 再生可能エネルギーの買取費用の増加 129 123 ▲6

公 租 公 課 339 307 ▲31 償却進行に伴う固定資産税の減少 123 80 ▲43

54 34 ▲20 原子力発電量の減少 13 8 ▲5

そ の 他 費 用 504 1,274 +769 原賠一般負担金、再エネ特措法納付金の発生 194 194 +0

4,389 5,432 +1,042 1,542 1,233 ▲308

※億円未満切捨

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

電気事業営業費用計

料金
原価

H29
実績

差引 主な差異理由

特定需要(規制)部門
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(GWh､百万円、％)

平成20年3月改定

想定原価 実績 増減率

電力量 6,890 5,175 ▲ 24.9

料金収入 152,645 116,214 ▲ 23.9

平成29年度

注1）電力量及び平成20年3月改定料金収入は四捨五入、料金収入の実績は切捨。
注2）電力量は、建設工事用及び事業用を除く。
注3）料金収入は、燃料費調整額を含み、消費税等相当額・遅収加算額・再生可能エネルギー発電促進賦課金を除く。
注4）増減率は、平成20年3月改定との対比。
注5）平成20年3月改定原価の織込値については、電力量は用途別に実績傾向や人口・経済動向を踏まえて想定。
　　 また、料金収入は、低圧需要の原価等をもとに、電気の使用形態・計量方法等による原価等の差異を勘案して
　　 設定した契約種別ごとの料金率に基づき算定。

＜参考２：普及開発関係費、寄付金、団体費について＞ 

 

普及開発関係費 

負荷平準化・省エネルギーの促進は、電力設備の効率的な形成・運用による供給コストの

低減につながり、料金の低廉化に寄与するなど、電気利用者全体にメリットがあります。 

また、電気の安全に関わる周知や需給逼迫時の需要抑制のお願いなどの公益的な情報の提

供、媒体等を活用した電気事業の理解促進活動は、円滑な事業運営に必要なものです。 

   具体的には、平成 29 年度の実績は、負荷平準化・省エネルギーの促進・PR 活動の費用とし

て 13 億円、電気の安全に関わる周知活動や節電・省エネ PR 活動、電気事業全般の理解促進

に係る広報活動の費用として 10 億円、計 23 億円を支出しております。 

 

寄付金 

CSR の観点から、地域社会の発展に向けた積極的な貢献活動を行っており、加えて、ユニバ

ーサルサービスを提供している電気事業は、発電所、送電線・配電線などの、電力供給設備

を様々な地域に配置する必要があることから、安定供給を果たすためには、地域社会からの

ご理解が必要不可欠であります。 

     具体的には、平成29年度の実績は、地方公共団体などに対する指定寄付金として2千万円、

特定公益増進法人に対して 5 百万円、その他一般として 5 百万円、計 3 千万円を支出してお

ります。 

 

団体費 

業界全般に係る共通の課題については、企業単体ではなく、業界全体として取り組むこと

がより効率的であることから、業界で設立された団体に加盟しており、こうした団体の運営

コストは、事業全般の円滑な業務運営に資する費用として必要であります。また、その他の

各種団体に対する会費についても、当社の事業遂行上有益な情報を効率的に収集できること

から、必要な費用であります。 

具体的には、平成 29 年度の実績は、電気事業連合会や海外電力調査会、電力広域的運営推

進機関など電気事業の運営に専ら便益を供する団体に対する費用として 8 億円、経済団体や

商工会議所、町村会への会費として 4億円、計 12 億円を支出しております。 

 

＜参考３：平成 29年度実績と料金原価（平成 20 年 3 月改定）の特定需要部門収益比較＞ 
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２．平成 30 年度の特定需要部門の収支見通しについて 

  当社は、志賀原子力発電所の安全対策を着実に実施した上で早期再稼働を目指しており、 

現時点で供給力など需給状況が見通せないことから、平成 30年度の当期純利益を未定としてお

ります。 

  そのため、特定需要部門（規制部門）の収支見通しにつきましても、未定であります。 

 

以 上 


